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ジュビリー銀行 理事 チョ・ヨンミン 

1. ジュビリー銀行の設立背景と活動方針 

大韓民国における自殺率は、OECD加盟国中12年連続で一位です。中でも、金

銭問題（借金）は自殺の動機となる原因の二割を占めています。このような残

酷な現状を変えるべく、2015年8月27日に設立されたのがジュビリー銀行です

（共同頭取：イ・ジェミョン城南市長、韓国開発研究院ユ・ジョンイル教授）。 

イ・ミョンバクおよびパク・クネ政権によって家を買うために借金をする人

が増え、学業に励むほど貧しくなる「青年失信」（失業＋信用不良）の時代に

突入しました。国民は金を借りてはまた返すという悪循環に陥っています。 

その結果、家計負債は2017年第1四半期末には1359兆ウォンに上り、家計負債

が延滞することによって多くの人が借金に苦しめられ、限界まで追い詰められ

つつあります。 

金融機関は借金せよと世間を煽り、返済できない延滞者には手のひらを返し

たように冷たくなります。金融機関は不良資産を処理するため、延滞債権を貸

金業者に安値で売っているのです。  

こうして不良債権が循環することによって、延滞者は非人間的な取り立てに

苛まれ、生きる希望を失ってしまいます。ジュビリー銀行は市民の後援金で不

良債権を買い取り、債務者を積極的に救済し借金を帳消しにするなど、債務者

が新しいスタートを切れるよう支援します。人助けをする正しい銀行、それが

ジュビリー銀行です。 
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2. ジュビリー銀行の主要業務 

 



 

 

3. ジュビリー銀行のこれまでの成果 

2017年8月31日（木）に国会で開かれた「共に民主党  不良債権償却報告大会」



 

 

において、金融公企業および第2金融圏保有の消滅時効完成債権（総額27兆1699

億ウォン、141万9626人）の償却が報告されました。1 

ジュビリー銀行のこれまでの実績（6306億ウォン、3万8046人）と比べて、規

模がだいぶ大きいことが分かります。ジュビリー銀行が「借金免除運動」をリ

ードし、金融公企業や金融機関の不良債権償却に力を尽くしてきた結果と言え

るでしょう。 

第6回および第7回東アジア金融被害者交流集会に出席したジェ・ユンギョン

氏（ジュビリー銀行前代表）が国会議員になり、「ローリング・ジュビリー運

動」を主導しています。もしかすると、ジュビリー銀行が役目を終える日もそ

う遠くないのかもしれません。 

ジュビリー銀行では全国の金融福祉相談センターのネットワークを推進し、

各地域におけるセンターの設立を支援しています。これまでソウル市、京畿道、

全羅南道、城南市、全州市、ソウルの恩平区・西大門区、光州の光山区にセン

ターが設立されています。 

ジュビリー銀行はこれらのセンターと共に金融福祉相談を実施することで、

債務者の再出発をサポートします。 

ジュビリー銀行は、2015年11月から2016年7月までの九ヶ月間で755件の金融

福祉相談を実施しました。相談内容を分析した結果、三人に一人が公的債務調

整を必要とし、七人中六人が非正規雇用による雇用不安を抱えており、二人に

一人が100万ウォン未満の収入で暮らす脆弱階層であることが分かりました。福

祉を必要とする人たちの存在が死角になり、ローンで何とか生計を立てている

のが現状です。 

中でも驚くのは、多くの債務者が生活保護費を借金の返済に充てているとい

う事実です。福祉受給者による相談件数は125件でしたが、そのうち51件は生活

保護受給者によるものでした。福祉受給費を元利金に償還せざるをえない「税

                                                   
1
 ❍ 全ての金融機関の消滅時効完成債権： 

債務者50万人以上、約12兆8852億ウォン（2017年6月末現在） 

❍ 消滅時効が一回以上延長されている公企業の特殊債権： 

債務者112万人以上、約54兆1274億ウォン（2017年3月末現在） 

※ 特殊債権全体（60兆8157億ウォン）のうち約89％が消滅時効延長 

❍ 金融公企業償却推進額21兆7085億ウォン、123万1000人 

❍ 第2金融圏（銀行を含まない）償却5兆4614億ウォン、18万8626人に恩恵 

❍ 償却総額27兆1699億ウォン、141万9626人に恩恵 



 

 

金（公益）→金融費用（私益）」の悪循環が見て取れ、貧しい人ほど金融の悪

質な罠から抜け出すことが難しくなっています。 

このような現実を変えるべく、ジュビリー銀行では債務者に配慮した政策や

法制度の改善を促し、これらの変化は近年金融当局によって積極的に受け入れ

られつつあります。   

代表的な成果の一つに、貸付業のテレビコマーシャル全面禁止があります。

ジュビリー銀行はジェ・ユンギョン議員と共に貸付業者の広告禁止法を推進し、

第19代国会で放送法上の放送のみならずインターネット・マルチメディアの放

送においても貸付業者の広告を全面的に禁止するよう呼びかけました（時間帯

別に規制）。金融当局は、年内に貸付業のテレビコマーシャルを全面禁止にす

る旨を発表しています。 

また、貸付業の利息を20％で制限する動きもあります。大韓民国の貸付業の

利息は現在27.9％で、世界でもトップです。以前と比べれば低くなってはいる

ものの、一般市民には大きな負担となる高率です。  

貸付業利息20％制限法は昨年ジェ・ユンギョン議員によって発議され、現在

では与野党にかかわらず様々な国会議員が貸付業法の改正案を発議しています。

貸付業の利息が20％で制限される日はそう遠くないと予想されます。  

他にも、時効債権の復活禁止、債権履歴制度の導入、貸付業のローンにおけ

る連帯保証禁止など、「債権」より「人権」を重視する政策が議論されていま

す。 

4. ジュビリー銀行の課題と展望 

ジュビリー銀行の目標は、一日でも早く「廃業」することです。それだけ切

実に、借金が人の命を奪う恐ろしい現実を変えたいと願っています。政権の交

代と共にいくつかの変化がありましたが、ジュビリー銀行にはまだまだ多くの

課題が残されています。 

八大公企業の特殊債権だけでも総額は60兆ウォンを超え、そのうち89％は消

滅時効が一回以上延長されています。この度償却された21兆ウォンは、15年以

上経った債権でした。また、金融機関が保有する特殊債権の総額は20兆ウォン

に上りますが、このうち40％の約8兆2000億ウォンは消滅時効が一回以上延長さ

れています。債務者ではなく、債権者の方で道徳的な緩みがないよう、さらな

る努力が必要だと言えるでしょう。 

ジュビリー銀行と金融福祉相談センターの尽力により、金融福祉の公共性が

拡大され、金融消費者保護に貢献してきました。が、これまでは事前予防より



 

 

事後管理に重きが置かれてきました。今後は家計負債の不良債権化を最大限防

ぐべく、家計財務コンサルティング機関として生まれ変わらなければなりませ

ん。そのためには、金融福祉相談および債務者の人権保障に関する法制度の改

善が重要な課題です。 

債権者中心の庶民金融支援、そして救済より債権回収に重きが置かれている

庶民金融振興院のサービス体系を改め、福祉サービスの公共性を拡大し福祉連

携サービスを実現することが求められています。金融福祉相談センターおよび

庶民金融振興院のあり方と役割を見直さなければなりません。 

私が尊敬するシン・ヨンボク教授は、死刑を求刑されたときに未返済の借金

はなかったか考えたと言います。生活苦の末に心中したソンパ区の母娘三人は、

最後の家賃を残してこの世を去りました。借金というものが持つ重さを考えず

にはいられません。 

借金は返さなければなりません。が、人間の尊厳を踏みにじり、人権を侵し

てまで返済を強要するものではないはずです。「金」より大事なのは、「人」

だからです。 


